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平成 23 年度事業計画  
(平成 23 年 8 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日 ) 

〔総則〕  
全国の介護老人保健施設 (以下、老健施設 )の一致協力によって、高齢者等が

自立した生活ができる地域社会の健全な発展を図るとともに、保健医療サー

ビス及び福祉サービスの質の向上確保に係る調査研究等を行い、もって高齢

者等の保健医療の向上及び福祉の増進に寄与することを目的として各種事業

を実施し、平成 23 年度中の公益社団法人移行後の体制を整備する。  
本年度は、平成 24 年度の介護報酬・診療報酬同時改定を見据え、老健施設

の多様な機能の向上及び施設の安定経営に資する情報提供等を含めた各種研

修事業を実施し、サービスの質の向上を図るための認定資格制度の運営を行

う他、老健施設がこれまで堅持し続けてきた理念と役割を踏まえた上で、老

健施設における医療の在り方を検討するとともに、新しいケアマネジメント

手法 (Ｒ４システム )の周知・啓発方法等について検討を行う。  
これらの事業に加え、老健施設の運営及び経営に資する迅速・的確な情報

伝達のため、広報関連事業を幅広く展開し、老健施設の結束強化を図るなど、

老健施設がケアの質の向上を図り、その役割を果たし、老健施設を利用する

高齢者等の福祉の増進に寄与できるよう、関係機関との調整と協議を積極的

に展開し、以下の諸事業を多角的に展開していく。  
 

１ 会議  
(1)総会  

社員総会は、定款第 15 条に定める事項等の審議のため、年度内に 2 回

開催する。  
(2)理事会  

理事会は、定款第 37 条に定める事項等の審議のため、年度内に３回開

催する。  
(3)支部長会  

支部長会は、必要に応じ開催し、各支部で集約された要望や意見等につ

いて意見交換を行うほか、介護保険制度等の国及び自治体の動向について

の情報交換を行う。  
(4)正副会長会  

正副会長会は、定例的に開催し、緊急に対処すべき課題及び事業計画の

執行についての検討を行うとともに、必要に応じ顧問、ブロック長の参画
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を求め広く意見交換を行う。  
(5)常務理事会  

常務理事会は、定例的に開催し、各委員会活動等の内容を協議し、事業

計画の執行についての詳細等について検討を行う。  
(6)支部事務担当者会  

支部活動や各支部の要望・意見等の意見交換を行い、協会本部と支部事

務局との連絡を密にし、事業の運営に生かすことを目的として開催する。 
(7)常設委員会及び特別委員会  

各委員会は、必要に応じ開催し、事業実施上の諸問題、懸案事項等につ

いて検討する。  
 
２ 教育事業  

老健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族

に良質なサービスを提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・

スタッフのスキルアップ、そして施設の安定経営等に資する情報提供を含め

た各種研修事業等を以下のとおり実施する。  
(1)職員基礎研修事業  

老健施設の理念を中心に、職員として必須の基礎的知識の修得を目的

とする、実務経験 2 年未満の老健施設職員等を対象とした各職種合同の

研修会を、全国で 3 回実施する。(中堅職員研修会・ケアマネジメント実

践講座と同時開催 ) 
(2)実地研修事業  

実技修得を中心とする研修を 2 コース設定し、本協会が指定した施設

において実施する。  
・Ａコース (基礎実技修得コース )原則、老健勤務 1 年以上の職員対象  
・Ｂコース (専門実技修得コース )原則、老健勤務 2 年以上の職員対象  

(3)管理者 (職 )研修事業 (独立行政法人福祉医療機構と共催予定 ) 
独立行政法人福祉医療機構の協力を得て、老健施設の基本理念、管理

者としての基礎知識、融資及び行政の動向等について、老健施設の管理

者等を対象とした研修会を実施する。  
(4)中堅職員研修事業  

老健施設における中堅クラスの職員としてのスキルアップを目的に、

実務経験 5 年程度の老健施設職員等を対象とした講義形式とグループワ

ーク形式の研修会を、全国で 3 回実施する。(職員基礎研修会・ケアマネ
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ジメント実践講座と同時開催 ) 
(5)ケアマネジメント実践講座  

老健施設職員がケアマネジメントの一環として、高齢者ケアプランの

意義と役割を理解し、老健施設の機能に特化した「新全老健版ケアマネ

ジメント方式～Ｒ４システム～」を活用したケアプランの策定と評価に

必要となる視点・知識・技術を修得することを目的とした研修会を、全

国で 3 回実施する。 (職員基礎研修会・中堅職員研修会と同時開催 ) 
(6)リハビリテーション研修事業  

老健施設におけるリハビリテーションについて、介護報酬改定関係の

最新情報や、実務者として必要な知識を修得することを目的とした研修

会を実施する。  
(7)医師研修事業  

老健施設における医師の役割や医療の実際等について理解を深めるこ

とを目的に、老健施設の医師を対象とした研修会を実施する。  
(8)認知症ケア研修事業  

認知症高齢者に対するケア、リハビリテーションについて理解を深め

ることを目的とした職員研修会を別途実施する。  
(9)看護職員研修事業  

老健施設のチームケアの中で看護職員が果たすべき役割等についての

理解を深めることを目的とした、看護職員を対象とした研修会を実施す

る。  
(10)施設内感染症防止対策研修事業  

施設内における感染症の集団発生防止について必要な知識を修得し、

施設における万全な体制を整備すること等を目的とした、老健施設職員

等を対象とした研修会を実施する。  
(11)通所リハビリテーション研修事業  

在宅生活を支援することを目的に老健施設に通所リハビリテーション

事業所が併設されることから、老健施設における通所リハビリテーショ

ンの役割や連携等について理解を深めることを目的とした、通所リハビ

リテーション職員等を対象とした研修会を、東日本と西日本で各 1 回実

施する。  
(12)老健施設経営セミナー事業 (独立行政法人福祉医療機構との共催予定 ) 

老健施設の基本理念の周知徹底及び本協会活動の周知を目的として、

独立行政法人福祉医療機構の実施する「介護老人保健施設経営セミナー」
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を共催する。  
(13)シンポジウム事業  

老健施設の課題や高齢者介護に関するタイムリーな話題等で、老健施

設関係者のみならず、広く国民に周知・啓発すべきことについて、シン

ポジウム等を開催する。  
 
３ 制度対策事業  

今後の国会での審議が見込まれる改正介護保険法、ならびに平成 24 年度

からの第 5 期介護保険事業計画に向けた事項について、社会保障審議会資料

等を中心に介護保険制度に関する最新情報等をホームページ等で随時発信

し、老健施設の運営に資する。  
また、平成 24 年度介護報酬・診療報酬同時改定に向けた実態調査等の実

施により課題を把握し、対策を検討するとともに新たな提言を行なうことに

ついて検討する。  
 
４ 認定資格制度事業  

(1)認知症ケア研修 (医師対象 )事業  
「２ 教育事業  (8)認知症ケア研修事業①」を実施する。  

(2)リスクマネジャー資格認定事業  
①  リスクマネジャー養成講座を東西 2 会場で実施する。  
②  リスクマネジャー受験支援のため、インターネット環境を利用した模

擬試験を実施する。  
この他、老健施設のサービスの質の向上を図るための各種認定資格制度

の創設や事業を円滑に運用するため、企画・検討等を行う。  
 

５ 調査研究事業  
(1)介護保険制度と老健施設のあり方に関する調査研究事業  

老健施設が地域の社会資源としてその役割・機能を十二分に発揮するた

めの方策を検討するため、老健施設のあり方・課題等について各種調査研

究を行う。  
(2)老健施設利用者の個別特性に関する調査研究事業  

老健施設利用者の個別ニーズに対応した適切なケアに資するため、利用

者の個別特性や状態像の変化等に関する調査研究を行う。  
(3)認知症短期集中リハビリテーションに関する調査研究事業  
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老健施設の実績が評価され、平成 18 年に創設された認知症短期集中リ

ハビリテーションについて、より効果的な提供方法等について検証するた

めの調査研究を行う。  
(4)その他  

感染症対策等について、必要に応じて諸調査を実施する。  
 

６ 広報出版事業  
(1)機関誌『老健』出版事業  

機関誌『老健』を年度内８回定期刊行し、会員施設及び行政・関係団体

に送付する他、購読を希望する者に頒布する。また、機関誌『老健』バッ

クナンバーの保存管理と検索データの作成を目的として、PDF 等を利用

したデジタル化に取り組む。  
(2)ＩＴを利用した広報活動  

メールマガジン〈 e‐ roken〉の配信やニュースペーパーの掲載等による

ホームページの拡充によって、本協会の活動報告や行政の動向等の各種最

新情報を迅速に提供し、老健施設の結束強化を図るとともに、広く国民に

向けて老健施設や本協会に関する広報を行う。  
(3)その他  

『介護白書』の出版、「協会の概要」パンフレットおよび同英文パンフ

レットの改訂等について必要に応じて検討する。また、施設運営に関連す

る情報提供を目的とした施設関係者向けリーフレット作成等を必要に応

じて行う。  
 

７ ＩＴ関連事業  
上記「６ 広報出版事業  (2)ＩＴを利用した広報活動」の他、広報出版事

業の遂行に資するため、電子媒体の特性を活かした情報伝達を推進する。  
なお、電子情報の活用状況を俯瞰し、必要に応じて環境整備等について検

討する。  
 
８ 老健施設人材確保・育成対策事業  

老健施設の人材確保に資するため、求人サイト (ホームページ及び携帯 )運営

及び求人パンフレット等作成し、老健施設の周知に努める。この他、人材確

保・育成問題について資する諸事業を推進する。  
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９ 安全推進対策事業  
老健施設における安全対策状況を調査、分析し、安全推進対策を検討、実

施するとともに、年 1 回秋に安全推進月間を設定し、老健施設における安全

推進対策について啓発・普及を図る。  
また、老健施設職員等を対象とした安全推進セミナーを開催する。  

 
10 常設委員会事業  

(1)総務・企画委員会  
事業計画・事業報告案、予算・決算案の検討、諸規程の見直しなど本協

会組織の基本的な運営のあり方についてなど、公益社団法人移行後の体制

を整備するとともに、税制等要望事項の検討や関係各方面に対する折衝及

び要望活動等を積極的に展開し要望事項の実現をめざす。  
この他、全国大会のあり方等の検討、国や関係機関からの補助金等の検

討を行う他、「６ 広報出版事業」、「７ ＩＴ関連事業」及び「８ 老健

施設人材確保・育成対策事業」を実施する。  
なお、当面の間、老健医療研究会のあり方を検討する老健医療研究会幹

事会を所掌する。  
(2)管理運営委員会  

老健施設における医療の範囲や、老健施設における管理医師等の生涯教

育システムについて検討を行なう。  
また、リスクマネジャーの養成を推進するための「４ 認定資格制度事

業  (2)リスクマネジャー資格認定事業」や「９ 安全推進対策事業」を実

施する。  
(3)研修委員会  

「新全老健版ケアマネジメント方式～Ｒ４システム～」の周知・啓発方

法等についての検討を行う他、「２ 教育事業」に掲げた各種研修会等を

実施すると同時に、参加者のニーズに沿った研修実施方法及びカリキュラ

ムに関する検討を行う。  
(4)学術委員会  

老健施設に関する保健・医療・福祉の各領域に関する調査・研究 (医療、

リハビリテーション、認知症、感染症対策等 )を会員施設の協力を得て実

施するほか、老健施設の質の向上および老健施設職員のキャリアアップに

資するための教材作成等について検討する。  
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(5)介護保険制度・報酬委員会  
「 3 制度対策事業」に資するため、第 5 期介護保険事業計画ならびに

平成 24 年度介護報酬･診療報酬同時改定を念頭に、以下の活動を行う。(必
要に応じ他委員会等と連携 ) 
①  介護保険制度等に関連する最新情報の提供  
②  介護保険制度等に関連する研修会等の企画・開催 (研修委員会と連携 ) 
③  介護報酬改定前後の老健施設の施設運営及び施設経営実態等の把握

を目的とした各種調査の実施  
④  平成 24 年度の介護報酬･診療報酬同時改定に向けた要望等のとりまと

め  
⑤  介護保険制度を含む社会保障制度に関するあり方の検討、根拠データ

の収集･分析について検討  
その他、介護保険制度等に関連する問題点・課題、要望等に関する検討

を適宜行う。  
(6)表彰・倫理 (訓告 )委員会  

表彰規程に定める、会長表彰及び大臣表彰に関する審査を行う。  
(7)学術倫理委員会  

学術倫理審査規則に定める、臨床研究・疫学研究等に関する審査を行う。 
なお、常設委員会では、必要に応じ部会を設置する。  

 
11 特別委員会事業  

緊急に検討すべき事項や常設委員会では対処が難しい事項、多角的に検討

すべき事項等に関しては、必要に応じ特別委員会を設置して対処する。  
 

12 老人保健施設の総合的な将来の在り方検討懇話会  
老健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用

されるため、広く学識経験者・マスコミ関係者等の参集を求め、老健施設及

び本協会の活動についての意見を頂戴し、これを本協会の活動に生かすこと

を目的として、関係団体・マスコミ及び有識者等との懇話会を開催する。  
 

13 東日本大震災復興支援事業 

東日本大震災の発生に伴う、東日本大震災復興支援事業を次のとおり行う。 

(1)要介護高齢者の受入れに関する連絡・調整 

(2)東日本大震災被災地への応援職員派遣に関する連絡・調整 
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(3)東日本大震災被災地への緊急支援物資に関する連絡・調整 

(4)東日本大震災復興支援シンポジウムの開催 

・日時 平成 23 年 10 月 25 日（火） 

・場所 東京プリンスホテル 2階「プロビデンスホール」 

東京都港区芝公園 3-3-1   

・定員 1,000 名 

・主催 公益社団法人全国老人保健施設協会 

・後援 厚生労働省 

 




